
公益財団法人東京都公園協会は、表記業務を表記金額で委託するため公益財団法人東京都公園協

会を委託者とし、                                    を受託者として、次の条項により契約

を締結する。 

第１条 受託者は、本委託業務を表記期間内に別紙仕様書により、委託者の指示する日時(以下「指

定期日」という。)までに完了しなければならない。 

第２条 受託者は、 指定期日に委託業務を完了することができない理由の発生したときは、その

都度遅滞なくその理由及び影響日数等を詳記して届け出なければならない。 

第３条 受託者は、天災事変その他やむを得ない理由により、指定期日に委託業務を完了すること

ができないときは、 その理由を詳記して期日延期の願い出をすることができる。この場合におい

て、委託者は、その願い出を相当と認めたときは、これを承認することがある。 

２ 前項の願い出は、指定期日までにしなければならない。ただし、特別の理由がある場合は、こ

の限りでない。

第４条 受託者は、この契約について委託業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託する

ことができない。ただし、あらかじめ、書面による委託者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。 第５条 受託者は、別紙仕様書、図面及び内訳書に定められたところにより、委託業務を施行

するものとする。 

２ 受託者は、関係諸法令及び保安関係規定を遵守し、常に善良なる管理者の注意をもって本委託

業務の施行に当たるものとする。 

３ 委託者は、主任技術者又は使用人のうち委託業務の施行又は管理につき著しく不適当と認めら

れる者があるときは、受託者に対してその交替を求めることができる。 

４ 受託者は、この委託業務について仕様書、図面及び内訳書又は契約事項に明示されていない事

項でも、委託業務の性質上当然必要なものは、協会係員の指示に従い、受託者の負担で施行するも

のとする。 

第６条 受託者は、受託業務を完了したときは、直ちに届け出て委託者の定める検査を受けるもの

とする。 

２ 委託者は、支障のない限り、前項の届出があった日から１０日以内に検査を完了するものとす

る。 

第７条 受託者が前条１項の検査に合格しないときは、委託者は、期限を指定して手直しを認める

ことができる。受託者は、この手直しが終了したときは、委託者に届け出てその検査を受けなけれ

ばならない。検査を完了する期間は、前条第２項の規定による。 

２ 前項の場合は、手直しの検査に合格したときをもって当該委託業務を完了したものとする。 

第８条 受託者は、委託者の指定する日時において検査に立ち会うものとする。 

２ 受託者は、前項の立会いをしないときは、検査の結果について異議を申し立てることができな

いものとする。 

第９条 受託者が手直しに応じないときその他この契約から生ずる義務を履行しないときは、受託

者は委託者に生じた損害を賠償する責任を追うものとし、委託者は受託者の費用負担により本業務

を第三者に履行させることができるものとする。ただし、これがため受託者に損害を生ぜしめるこ

とがあっても、委託者は賠償の責任を負わないものとする。 

第１０条 受託者は、第６条又は第７条の完了検査に合格したときは、契約代金の支払を請求する

ことができる。 

２ 委託者は、前項の支払請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに受託者に支払わなけれ

ばならない。 

３ 委託者は、正当な理由なく前項の期間内に代金を支払わないときは、製造委託等に係る中小受

託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律 (昭和３１年６月１日法律第１２０号)

に定めるところにより、受託者に対し支払金額に公正取引委員会規則が定めた率（年当たりの割合

は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。）を乗じて計算した金額(１０

０円未満の場合を除く。)を遅延利息として支払うものとする。 

第１１条 受託者は、指定期日に委託業務を完了しないときは、遅延日数につき、契約金額に年３
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パーセントの割合（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合と

する。）を乗じて計算して得た額(１００円未満の場合を除く。) を遅延損害金として支払うものと

する。ただし、委託者が個々に分割して履行しても支障がないと認めるときは、各部分について計

算することがある。 

２ 第７条の規定による手直しが指定した日時以後にわたるときは、受託者は、前項の規定によっ

て遅延損害金を支払うものとする。 

３ 前２項の遅延損害金徴収日数の計算については、検査に要した日数は、これを算入しない。 

第１２条 委託者は、必要があるときは、受託者と協議のうえこの契約の内容を変更し、又は履行

の中止をすることができる。 

第１３条 委託者は、必要があるときは、受託者と協議のうえこの契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において履行部分があるときは、委託者は、当該履行部

分に対する契約代金相当額を支払うものとする。その他の材料、工具等は、受託者は遅滞なく引き

取らなければならない。 

第１４条 委託者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することができる。

この場合において、第１号の規定により契約を解除するときは、何ら催告を要しないものとする。 

（１）受託者が指定期限内に契約を履行しないとき、又は履行する見込みがないと委託者が認める

とき。 

（２）受託者又はその代理人若しくは使用人が契約の締結又は履行に当たり、不正な行為をしたと

き。 

（３）受託者又はその代理人若しくは使用人が正当な理由がなく、委託者の履行状況の調査又は検

査の実施に当たり係員の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨害したとき。 

（４）受託者について破産の申立てがあったとき。 

（５）受託者が銀行取引を停止されたとき。 

（６）前各号のほか、受託者が、この契約に基づく義務を履行しないとき。 

（７）受託者から契約解除の願い出があったとき。 

（８）受託者が東京都暴力団排除条例 (平成２３年東京都条例第５４号)に定める暴力団関係者又

は東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱(昭和６２年財経庶第９２２号)第５条第１項に

基づき排除措置期間中の者として公表した者(ただし、排除措置期間中に限る。) (以下「暴力団関

係者等」という。)であることが判明したとき。 

（９）受託者が自ら又は第三者を利用して、脅迫的な言動若しくは暴力を用いた要求行為、法的な

責任を超えた不当な要求行為、又は風説の流布、偽計若しくは威力を用いて委託者の信用を毀損し、

若しくは委託者の業務を妨害する行為を行ったとき。 

２ 前項の規定により契約が解除されたときは、受託者は契約金額の１００分の１０に相当する額

（履行部分があるときは、契約金額から履行部分に対する代金相当額を控除して得た額の１００分

の１０に相当する額）を違約金として、委託者に支払わなければならない。ただし、委託者は前項

第８号又は第９号によりこの契約を解除したときは、受託者に対して、 これにより被った損害の

賠償を請求できるものとする。 

３ この条の契約解除は、第１１条の規定による遅延損害金の徴収を妨げないものとする。 

第１５条 契約締結後において、天災事変等その他の不測の事件に基づく経済情勢の激変により、

契約金額が著しく不適当であると認められるに至ったときは、その実情に応じ、委託者又は受託者

は、相手方と協議のうえ、契約金額、履行期限その他の契約内容を変更することができる。 

第１６条 受託者は、この契約から生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、委託者の承認を得た場合には、この限りでない。 

第１７条 受託者は、暴力団関係者等にこの業務の全部又は一部を委託してはならない。 

２ 受託者は、再委託した者が暴力団関係者等に該当することが判明した場合には、直ちに再委託

した者との契約を解除し、又は契約解除のための措置をとらなければならない。 

３ 前項の規程に違反した場合、委託者は受託者に対し、当該契約の解除その他必要な措置を求め

ることができる。 
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４ 前項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、受託者が負うものとする。 

５ 委託者は、第３項に規定する契約の解除を求めたにもかかわらず、受託者が正当な理由がなく

これを拒否したと認められるときは、委託者の契約から排除する措置を講ずることができる。 

第１８条 受託者は、契約の履行にあたって、暴力団関係者等から不当介入を受けた場合(再委託

した者が暴力団関係者等から不当介入を受けた場合を含む。以下同じ。)は、遅滞なく委託者への

報告及び警視庁管轄警察署(以下「管轄警察署」という。)への通報(以下「通報報告」という。)並

びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告にあたっては、書面を提出するものとする。ただし、緊急を要

し、書面による通報報告ができないときは、 その理由を告げて口頭により通報報告を行うことが

できる。なお、この場合には、後日、遅滞なく書面を委託者及び管轄警察署に提出しなければなら

ない。 

３ 受託者は、再委託した者が暴力団関係者等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく受託者に対

して報告するよう当該再委託した者に指導しなければならない。 

４ 委託者は、受託者が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく委託者への報告又は

管轄警察署への通報を怠ったと認められるときは、委託者の契約から排除する措置を講ずることが

できる。 

第１９条 この委託契約の履行に関して発生した損害については、受託者が負担するものとする。

ただし、その損害のうち委託者の責めに帰すべき理由により生じたものについては、委託者が負担

する。 

第２０条 受託者は、委託者の発注する別紙単価価格表の種類別数量が発注限度額に達しない場合

であっても異議なく履行しなければならない。 

第２１条 委託者は、この契約において受託者から取得する金銭があるときは、受託者に支払うべ

き代金又は返還すべき契約保証金と相殺する。 

第２２条 この契約書の各条項若しくは仕様書等の解釈について疑義を生じたとき、又はこの契約

書若しくは仕様書等に定めのない事項については、委託者と受託者間で協議のうえ定めるものとす

る。 

委託者と受託者とは、本書を 2 通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保有する。
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